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1．はじめに

国土交通省では，建設現場の生産性向上の取組とし
て，2016 年 度 よ り，ICT 施 工 を は じ め と す る

「i-Construction」の取組を進めてきた。
今後，更なる人口減少が予測されるなか，国民生活

や経済活動の基盤となるインフラの整備・維持管理を，
将来にわたって持続的に実施していくことが必要であ
り，これまでの取組をさらに一歩進め，2024 年 4 月に
は「i-Construction 2.0」としてとりまとめを行った。

i-Construction 2.0 では，2040 年度までに建設現場
の省人化を少なくとも 3 割，すなわち生産性を 1.5 倍
向上することを目指し，「施工のオートメーション
化」，「データ連携のオートメーション化」，「施工管理
のオートメーション化」を 3 本の柱として，建設現場
で働く一人ひとりが生み出す価値を向上し，少ない人
数で，安全に，快適な環境で働く生産性の高い建設現
場の実現を目指して，建設現場のオートメーション化
に取り組んでいくこととしている。

本稿では，「施工のオートメーション化」の一環と
して位置付けられている「建設施工の自動化」に関す
る取組を紹介する。

2． 自動施工における協調領域の取組の推進

自動施工に関する技術開発は民間ベースで進められ
ており（競争領域），国土交通省としては協調領域に
おける取組を推進しており，自動施工を導入した現場
の安全ルールの策定を中心として各種取組を進めてい
るところ。

国土交通省ではこうした検討のため，令和 3 年度に
「建設機械施工の自動化・自律化協議会」（以下，「協
議会」という）を設置し，関係する業界，行政機関及
び有識者の参画のもと，議論を進めてきた。協議会は
自動化・自立化・遠隔化施工技術について，現場状況
を踏まえた適切な安全対策や関連基準の整備等により
開発及び普及を加速化させ，飛躍的な生産性向上と働
き方改革の実現を目的とする。この目的を達成するた
め，協議会には，建設施工関係の有識者や，建設機械
施工に関係する多くの業界団体が参画している。ま
た，行政機関としては，公共工事の発注者であり，建
設機械に関する技術的な指導の権能を有する国土交通
省のみならず，経済産業省，厚生労働省が参画してい
る。

協議会は，自動化施工技術の普及に向けた大局的な
方針を議論する場となっており，より個別的・具体的
な議題を議論する場としては，協議会の下部組織とし
て 3 つのワーキンググループ（以下，「WG」という）
を設置している。下段では各 WG の概要について述
べる。

「安全・基本設定 WG」
安全・基本設定 WG は協議会と同じ団体等を構成

員として設置した。本 WG は「自動施工における安
全ルール」を策定することを当面の目的として，検討
を進めてきた。また，技術開発における協調領域の設
定についても検討を進めている。

「施工管理・検査基準 WG」
施工管理・検査基準 WG は，「安全・基本設定 WG」

と同様，協議会と同じ団体等を構成員として設置し
た。本 WG では将来的には自動施工における施工管
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理基準や検査基準の策定に向けた検討を行うものとし
ている他，令和 5 年度には自動・遠隔施工の現場検証
の実施に向けた検討を行った。実際に自動・遠隔施工
技術のノウハウを有する者の意見を幅広く取り入れる
ため，「自動施工機械・要素技術サブワーキンググルー
プ（以下，「SWG」という）」を設置した。

「現場普及 WG」
本 WG は，モデル工事の設定や自動・遠隔施工技

術を想定した入札・契約のありかたを検討するもので
ある。国交省内に設置し，実工事で自動化施工技術を
使用するため試行工事の設定やモデル現場の選定を担
うこととしている。

3．自動化・遠隔化技術の現場検証

本項では，安全ルールの策定に向けて実施した自動
化・遠隔化技術の現場検証について述べる。

令和 5 ～令和 6 年度に，標準的な安全ルールや現場
適用に向けた効果と課題を検証するための現場検証を
実施した。現場検証の結果や参加企業へのヒアリング
等を通じ，令和 6 年度末の安全ルールの改定等を行っ
た。

4．自動施工における安全ルール

本項では，自動・遠隔施工の安全ルールについて述
べる。

自動・遠隔施工は，現場にオペレータを含め人がい
ないという点が，建設機械に人が乗り込む有人施工と
異なる点である。しかし，現場に人がおらず建設機械
が稼働している特徴を考慮して整備された体系的な安
全ルールは現状では存在していなかった。そのため，
一部の自動化施工の現場試行においては，現場ごとに
安全対策を検討している実態がある。さらに，どの程
度の対策が求められるか判断する基準がないため，検
討や関係者との調整において時間を要する他，安全対
策の水準にばらつきが生じたりする等の課題がある。
また，有人の施工現場を前提とした既存のルールを自
動・遠隔施工の現場にそのまま準用すると，過剰な安
全対策を講じなければならなくなる懸念がある。あわ
せて，多くの安全対策を講じるほど現場の安全性が高
まる一方，施工の効率性は低下する傾向にある。

上記を踏まえ，自動・遠隔施工の普及促進を図るた
めには，この特徴に即した標準的な安全ルールを策定
することが必要であったため，協議会，WG 及び
SWG での検討に基づき，全ての作業員の進入を禁止

する「無人施工エリア」における施工等を対象とし，
安全ルールを標準化することを目指し，策定した。

続いて，策定した安全ルールの概要を述べる。
安全ルールは，「自動・遠隔施工を実施する施工会

社，ならびに自動施工のためのシステムを構成する機
械及びプログラム等の開発者が，安全方策を検討する
上で参照する資料」として位置づけるものとしてい
る。また，あらゆる条件の現場で講じるべき全ての安
全対策を列挙することは事実上不可能であることか
ら，条件の異なる現場においても共通的に講じるべき
安全対策を示す性質のものとして策定した。一般的に
機械の使用にあたっては，法令や取扱説明書等におい
て具体的に定められている共通的な保護方策に加え，
使用者が実施するリスクアセスメントの結果として必
要であると判断された保護方策が講じられる。一方，
自動・遠隔施工においては，共通的な保護方策が体系
的に整理された文書は存在しないため，まずはどのよ
うな現場条件下で実施する自動・遠隔施工においても
共通的に講じるべき保護方策を安全ルールとして策定
する必要があった。安全ルールでは，自動施工を行う
区域を「エリア」とし，人や立ち入り制限を目的に「エ
リア」を次の 3 つの区域で構成されることとした。

「無人エリア」：自動施工を行うため，原則としてあら
ゆる人が立ち入らない

「立入制限エリア」：自動建設機械が予期しない動作を
行った場合においても，自動建設機械がその範囲を逸
脱せず，原則として人が立ち入らない

「有人エリア」：人が搭乗した建設機械が施工を行い，
原則として自動建設機械及び遠隔建設機械が立ち入ら
ない

また，自動・遠隔施工においてはリスクアセスメン
トの項目が整理されたマニュアルも未整備であり，且
つ多くの施工会社には自動・遠隔施工の経験がない。
そのため，施工会社がリスクアセスメントを実施する
に当たっての補助として活用できるよう，自動・遠隔
施工に特有のリスクアセスメントの項目を体系的に整
理する必要があった。

必要な保護方策の内容や担い手が従来の有人施工と
異なることから，自動・遠隔施工の担当者を「製造者
等」・「販売者等」・「施工者等」・「使用者等」と定義し，
それぞれがどのような保護方策を担うかを整理してい
る。

そして，自動・遠隔施工における安全方策を，自動
施工中の安全を確保するための安全方策「自動施工に
おける安全方策」と使用する自動建設機械や設備に求
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める安全方策「自動建設機械や設備に求める安全方策
に必要な機能」に分け示した。

「自動施工における安全方策」：施工者等は，「無人エ
リア」「有人エリア」「立入制限エリア」を必要に応じ
て設定しなければならないとし，各エリア内の安全管
理と運用について示している。

令和 6 年度末には，機械提供側が実施するリスクア
セスメント及び施工者への情報提供に関する事項を追
加する改定を行った。「機械の包括的な安全基準に関
する指針」（厚生労働省）（H19.7.31）に沿ったリスク
アセスメント及び残留リスクの情報提供を行うことを
示した。

5．自動施工の今後について

令和 7 年 5 月には，内閣府の規制改革推進会議デジ
タル AI ワーキングにおいて，「デジタル・AI 技術を
活用した建設機械の安全義務及び技能要件の在り方に
ついて」の規制改革提言がなされた。今後，厚生労働
省において検討会を設置して議論することとされてお
り，国土交通省も必要に応じて技術的協力をしつつ，
議論の推移を注視してまいりたい。

以下，答申を引用する。
※「規制改革推進に関する答申」（令和 7 年 5 月 28 日）
＜基本的な考え方＞

少子高齢化及び人口減少が進展し，建設現場の担い
手不足が深刻化する中，その対応として遠隔操作や無
人化などのデジタル・AI 技術を活用した建設機械（以
下「デジタル・AI 建設機械」という。）の利用が期待
されているが，労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57
号）及び同法関係法令（以下「安衛法関係法令」とい
う。）では，遠隔操作などデジタル・AI 技術の活用を
前提とした労働災害防止のために必要な措置（以下「安
全義務」という。）や免許・技能講習の要件（以下「技
能要件」という。）が定められていないことから，デ
ジタル・AI 建設機械を実際の現場で使用する際に，
どのような条件・対応によって安全義務が満たされる
のか，また，どのような技能要件が必要なのかが不明
確であるため，事業者はデジタル・AI 建設機械の利
用を躊躇するとの声がある。

こうした状況を踏まえ，安全義務や技能要件を明ら
かにすることで，デジタル・AI 建設機械の更なる技
術的発展及び利用を促進し，建設業界の人手不足解消
及び生産性向上につなげることが重要である。

以上の基本的考え方に基づき，以下の措置を講ずる
べきである。
＜実施事項＞
a �厚生労働省は，建設機械を含めデジタル・AI 技術

を活用した機械（以下「デジタル・AI 機械」という。）
の開発が進んでいることを踏まえ，労働者の安全及
び健康を守りつつ，デジタル・AI 機械全般の更な
る技術的発展及び利用を図る観点から，関係省庁と
連携しつつ，安衛法関係法令が適用される機械で遠
隔運転・自律運転（以下「無人運転」という。）を
行う場合の労働災害防止対策に関する専門家検討会
を設置する。当該検討会において，機械の使用が想
定される具体的な作業ごとに，作業内容や周辺環
境，使用される機械の運転制御方式やその技術水準
の実態を把握・確認した上で，作業ごとに必要とな
る安全義務及び技能要件，機械の技術水準など検討
すべき項目を整理する。また，厚生労働省は，関係
省庁と連携しつつ，当該専門家検討会による検討・
整理の結果を踏まえ，安衛法関係法令に無人運転を
行う場合の安全義務や技能要件を明記するなどの具
体的な措置を検討し，結論を得次第，所要の措置を
講ずる。

b �厚生労働省は，a が措置されるまでの間，現状の安
衛法関係法令に基づく機械の無人運転における労
働災害防止のために必要な措置に関する相談が労
働基準監督署にあった際，労働基準監督署ごとに
異なる判断（いわゆるローカルルール）が発生し
ないよう，労働基準監督署から都道府県労働局を
通じ，厚生労働省本省に照会させるなど，集約し，
判断の統一性を確保する。
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